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法改正概要
 平成２３年改正法の附則第１９条の検討規定に基づき、ＮＰＯ
関係団体の要望を踏まえ、超党派の議員による議員連盟にお
いて検討が行われ、ＮＰＯ法人の設立及び運営にあたって必
要な手続等の改正を行うもの。

 ①設立円滑化②事務負担軽減③運営の透明性の確保を目的
とした衆議院内閣委員会起草の改正法案が第１９０回国会に
提出され、平成２８年６月１日可決・成立した（同７日公布）。

 法の施行は平成２９年４月１日だが、一部は、公布の日から、又
は、公布の日から起算して２年６か月を超えない範囲内におい
て政令で定める日から施行。

今回の法改正のポイント
全てのＮＰＯ法人対象 認定・仮認定ＮＰＯ法人対象

 事業報告書等の備置期間の延長等

（第２８条第１項関係）

 認証申請時の添付書類の縦覧期間の
短縮等

（第１０条第２項等関係）

 内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトに

おける情報の提供の拡大【新】

（第７２条第２項関係）

 貸借対照表の公告及びその方法【新】

（第２８条の２関係）

 役員報酬規程等の備置期間の
延長等

（第５４条第２項等関係）

 認定ＮＰＯ法人等の海外送金等
に関する書類の事後届出への一
本化等

（第５４条第４項等関係）

 仮認定特定非営利活動法人の
名称変更

（第２条及び第３章関係）
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全てのＮＰＯ法人が対象となる法改正

①事業報告書等の備置期間の延長等
全て

（改正内容）

 事業報告書等（事業報告書、活動計算書、貸借対照表、財産目録、年間役
員名簿、社員名簿（前事業年度の末日における社員のうち１０人以上の者の

氏名等を記載した書類））の備置期間が「３年間」から「５年間」に延長さ
れます。

 作成の日から起算して、５年が経過した日を含む事業年度末日まで
の間、法人事務所に備え置く必要があります。

 所轄庁での閲覧、謄写期間も同様に過去５年間に提出を受けたもの
に延長されます。

（経過措置）

 施行日（平成２９年４月１日）以後に開始する事業年度に関する書類に
ついて適用されます。

H28
4/1 10/1

H29
4/1 10/1

H30
4/1 10/1

H31
4/1 10/1

H32
4/1 10/1

・ケースＡ
３月末決算

・ケースＢ
９月末決算

従来どおり、
３年間の備置

従来どおり、
３年間の備置

５年間の備置 ５年間の備置 ５年間の備置 ５年間の備置

５年間の備置 ５年間の備置 ５年間の備置
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②認証申請時の添付書類の縦覧期間の短縮
（改正の内容）

 所轄庁が行う認証申請（設立、定款変更、合併）の添付書類の縦覧期間
が１か月間に短縮されるとともに、現行の公告に加えてインターネットによる
公表が可能になります。

 申請書類の軽微な不備の補正期間も２週間に短縮されます。

（経過措置）

 施行日（平成２９年４月１日）以後の認証の申請から適用されます。

現行 改正後申請

公告・縦覧

書面審査

認証・不認証

申請

公告・縦覧

書面審査

認証・不認証

２
月

２
月
以
内

２
月
以
内

現行

４月以内で
認証

改正後

３月以内で
認証

１
月

全て

③内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトにおける情報の
提供の拡大【新】

（改正内容）

 ＮＰＯ法人に対する信頼性のさらなる向上が図られるよう、所轄庁及
びＮＰＯ法人に対し、内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトを活用した積極
的な情報の公表に努めるよう努力義務が規定された。

 内閣府ポータルサイトが全面リニューアルされ、スマートフォンやタブ
レットからの利用にも対応。

 平成２８年６月７日に施行済。

 ＵＲＬ： https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/
 法人ログインＵＲＬ： https://www.npo-

homepage.go.jp/npoportal/users/auth/login

全て

https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/
https://www.npo-
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登録方法

法人確認書類の手順により手続き

主たる事務所の所在地か登録住所に法人確認書類が郵送

利用規約の確認

ログイン画面「新規ユーザー登録はこちら」をクリック

登録画面から必要事項を入力

各法人の「マイメニュー」で情報発信

全て

※原則１０日以内に
郵送で届きます。

※ 書類が郵送され
てからログインまで

１カ月以上経過する
と入力内容が破棄
されます。

ＮＰＯ法人が掲載できる情報

 組織情報

・ 電話番号

・ ＦＡＸ番号

・ メールアドレス

・ ホームページＵＲＬ

・ 常勤職員数

・ 事業活動の内容

 財務情報

・ 事業年度活動計算書

・ 貸借対照表

・ 準拠している会計基準

貸借対照表の公告にも活用可

ＮＰＯ法人への連絡先についての市民の方
からの問い合わせが多いので

ぜひご活用ください

全て
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④貸借対照表の公告及びその方法【新】

（改正内容）

 貸借対照表を作成後遅滞なく公告することが必要です。

 ＮＰＯ法人の登記事項から「資産の総額」が削除されます。

（今後、組合等登記令が改正される予定）

 貸借対照表の公告の方法は、①～④のうち、定款で定める方法により
行います。

① 官報に掲載する方法

② 日刊新聞紙に掲載する方法

③ 電子公告（法人ＨＰ、内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイト等）

④ 法人の主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法

 ①及び②の場合は、１度掲載することで公告となりますが、③の場合は、
作成の日から起算して５年が経過した日を含む事業年度の末日まで、
④の場合は、公開開始後１年を経過する日までの間継続して公告する
必要があります。

全て

（留意点）

 貸借対照表の公告を、現行定款で規定されている方法とは別の方法
とする場合は定款変更が必要。

 官報への掲載又は日刊新聞紙への掲載を選択する場合は、貸借対
照表の「要旨」（例えば、掲載金額の単位を「千円」とする）の公告で足
ります。

 電子公告を選択し、公告期間中に公告の中断が生じた場合、次のい
ずれにも該当するときは、公告の効力に影響を及ぼしません。

① 中断が生じることにつき法人が善意かつ重大な過失がない又は

正当な事由があること

② 中断の時間の合計が公告期間の１０分の１を超えないこと

③ 法人が中断が生じたことを知った後速やかにその旨等を追加で

公告すること

 施行日は公布の日から起算して２年６月を超えない範囲において政
令で定める日になります。（改正法附則第１条第２号（２号施行日））

全て
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（経過措置）【平成３０年１０月１日施行と仮定】

 ２号施行日以降に作成する貸借対照表は作成後遅滞なく公告・・・「●」

 施行日（平成２９年４月１日）前に作成、又は施行日から２号施行日の前
日までに作成した貸借対照表のうち、直近の事業年度のもの（特定貸
借対照表）は次のいずれかのときに公告

■ ２号施行日以後に遅滞なく公告・・・「☆」

■ ２号施行日までに公告・・・「★～☆の間」

全て

H28
4/1 10/1

H29
4/1 10/1

H30
4/1 10/1

H31
4/1 10/1

H32
4/1 10/1

・ケースＡ
３月末決算

・ケースＢ
９月末決算

※平成29年度は資産の
総額の登記と特定貸借
対照表の公告が必要

公告

公告

登記

※H28年度は資産の総額
の登記と特定貸借対照表
の公告が必要

登記

公告

公告

公告

２号施行日
【仮定】

登記
登記

特定貸借対照表は、

「☆」又は「★～☆の間」のいずれ
かのときに公告するとともに、
資産の総額の登記が必要です

認定・仮認定ＮＰＯ法人が対象となる
法改正



法改正及び法人事務手続等説明会資料
（Ｈ29.2.11/2.14）

①役員報酬規程等の備置期間の延長等
（改正内容）

 前事業年度の役員報酬規程、職員給与の支給に関する規程など法
第５４条第２項第２号から第４号の書類及び助成金の支給を行った際
の実績書類の備置期間が「３年間」から「５年間」に延長されます。

 作成の日から起算して、５年が経過した日を含む事業年度の末日ま
での間、法人事務所に備え置く必要があります。

 所轄庁での閲覧、謄写期間も同様に過去５年間に提出を受けたもの
に延長されます。

（経過措置）

 施行日（平成２９年４月１日）以後に開始する事業年度に関する書類及
び施行日以降に行われる助成金の支給に関する書類について適用さ
れます。

認定・仮認定

10/1 10/1 10/1 10/1 10/1

・ケースＡ
３月末決算

・ケースＢ
９月末決算

従来どおり、
３年間の備置

従来どおり、
３年間の備置

５年間の備置 ５年間の備置 ５年間の備置 ５年間の備置

５年間の備置 ５年間の備置 ５年間の備置

H28
4/1

H29
4/1

H30
4/1

H31
4/1

H32
4/1

②認定ＮＰＯ法人等の
海外送金等に関する書類の事後届出への一本化等

（改正内容）

 認定ＮＰＯ法人等による２００万円超の海外送金等については、その都
度、事前に書類の備え置き及び所轄庁への提出が義務付けられてい
ましたが、金額にかかわらず毎事業年度１回の事後提出とすることとな
ります。

（経過措置）

 施行日（平成２９年４月１日）に既に認定等を受けている法人は、施行日
の属する事業年度以前における海外送金等については、従来どおり、
事前の書類作成、備置き、所轄庁への提出が必要となります。

認定・仮認定

10/1 10/1 10/1 10/1 10/1

・ケースＡ
３月末決算

・ケースＢ
９月末決算

従来どおり、事前の書類作成、
備置き、所轄庁への提出が必要

平成29年4月1日を含む事業
年度内の海外送金等につい
ては、従来どおりの取り扱い
となります。

毎事業年度１回
事後提出

H28
4/1

H29
4/1

H30
4/1

H31
4/1

H32
4/1

従来どおり、事前の書類
作成、備置き、所轄庁へ
の提出が必要

毎事業年度１回
事後提出

毎事業年度１回事
後提出

毎事業年度１回
事後提出

毎事業年度１回
事後提出
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③「仮認定特定非営利活動法人」の名称変更

（改正内容）

 「仮認定」という名称が「特例認定」に改められます。

 名称変更のみで、認定基準等は従来どおりです。

（経過措置）

 施行日（平成２９年４月１日）に既に「仮認定」を受けているＮＰＯ法人
は「特例認定」を受けたものとみなされます。※有効期間は残存期間

 施行日（平成２９年４月１日）前にされた「仮認定」の申請は「特例認定」
の申請とみなされます。

認定・仮認定

参考（その他）
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組合等登記令の変更

（改正内容）

 社会福祉法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第２１号）が施行されること
に伴い、組合等登記令（昭和３９年政令第２９号）（以下「組登令」という。）第３条第
３項の規定が改正。

 特定非営利活動法人を含む組合等において資産の総額に変更が生じたときは、
毎事業年度末から「２月」以内に、その主たる事務所の所在地において、変更の
登記をしなければならないこととされていますが、今回の改正により、この登記期
限が「２月」以内から「３月」以内へと変更されます。

（経過措置）

 平成２８年４月１日以降に開始する事業年度の末日における資産の総額に係る変
更登記から適用されます。

参 考

条例改正による
指定ＮＰＯ法人の事務手続の変更（その１）

（改正内容）

 市が指定の申出があった旨をお知らせする手続に「公告」のほか、「インター
ネットによる公表」を追加。

 役員報酬規程等及び助成金の支給を行った際の実績書類の備置期間が「３
年間」から「５年間」に延長されます。

 作成の日から起算して、５年が経過した日を含む事業年度の末日までの間、
法人事務所に備え置く必要があります。

 所轄庁での閲覧、謄写期間も同様に過去５年間に提出を受けたものに延長さ
れます。

（経過措置）

 施行日（平成２９年４月１日）以後に開始する事業年度、施行日（平成２９年４月
１日）以後に行われる助成金の支給に関する書類について適用します。

参 考
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条例改正による
指定ＮＰＯ法人の事務手続の変更（その２）
（改正内容）

 本市の認証及び認定を受けているＮＰＯ法人に限り、役員報酬規程等、助成の
実績を記載した書類の提出省略。

 役員報酬規程等を「認定ＮＰＯ法人」としてＮＰＯ法第５５条第１項に基づき、本市
へ提出している場合は、内容の重複する書類の提出を省略することができます。
なお、省略ができないものは次の書類です。

■指定基準等チェック表（第５表）

■欠格事由チェック表

 助成の実績を記載した書類を「認定ＮＰＯ法人」としてＮＰＯ法第５５条第２項に基
づき、本市へ提出している場合は、提出を省略することができます。

 事業報告書等については、本市認証のＮＰＯ法人がＮＰＯ法第２９条に基づき、
本市へ提出している場合は、従来どおり、提出を省略することができます。

（経過措置）

 施行日（平成２９年４月１日）以後に提出する書類について適用します。

参 考
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【定款例１：定款変更をしない場合】 

特定非営利活動法人○○○○定款 
第１章～第８章 省略 

 
 
 
 
 
第９章 公告の方法 

（公告の方法） 
第 54 条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。 
 
第 10 章 雑則 

（細則） 
第 55 条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。 
 
附 則 
１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 
２ この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。 
理事長    ○ ○ ○ ○ 
副理事長   ○ ○ ○ ○ 
理事     ○ ○ ○ ○ 
理事     ○ ○ ○ ○ 
監事     ○ ○ ○ ○ 

３ この法人の設立当初の役員の任期は、第16 条第１項の規定にかかわらず、成立の日から○年○
月○日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第45 条の規定にかかわらず、設立総会の定め
るところによるものとする。 

５ この法人の設立当初の事業年度は、第48 条の規定にかかわらず、成立の日から○年○月○日ま
でとする。 

６ この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。 
(1)入会金 
正 会 員  個人 ○○○円   団体 〇〇〇〇円 
賛助会員  個人 ○○○円   団体 〇〇〇〇円 

(2)年会費 
正 会 員  個人 ○○○円   団体 〇〇〇〇円 
賛助会員  個人 １口 ○○○円（１口以上） 

団体 １口 〇〇〇〇円（１口以上） 

 

この条文の場合は、定款変更せず、設定されている公告

方法をそのまま行うことも可能です。 
ただし、その場合はあらかじめ官報や日刊新聞紙を選択

している場合は毎年掲載費用が掛かりますのでご注意く

ださい。 
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【定款例：貸借対照表の公告を設定する定款変更をする場合】 

特定非営利活動法人○○○○定款 
第１章～第８章 省略 

 
 
 
 
第９章 公告の方法 

（公告の方法） 
第 54 条 この法人の解散事由に係る公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載し
て行う。ただし、貸借対照表の公告については、○○に掲載して行う。 

【選択できる公告方法及び記載例は次のとおりです。】 
公告方法 記載例 

官報 ただし、貸借対照表の公告については、官報に掲載して行う。 

日刊新聞紙 ただし、貸借対照表の公告については、○○県において発行する○○新聞に掲

載して行う。 

電子公告 【記載例１：法人のホームページを選択】 

ただし、貸借対照表の公告については、この法人のホームページに掲載して行

う。 

【記載例２：内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトを選択】 

ただし、貸借対照表の公告については、内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイト（法

人入力情報欄）に掲載して行う。 

【参考：事故その他やむを得ない事由によって電子公告ができない場合の公告

方法を定める】※選べる方法は官報もしくは日刊新聞紙のみ 

なお、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることが

できない場合は、○○に掲載して行う。 

主たる事務所の公

衆の見やすい場所 

ただし、貸借対照表の公告については、この法人の主たる事務所の掲示場に掲

示して行う。 

 
第 10 章 雑則 

（細則） 
第 55 条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。 
 
附 則 
１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 
２ この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。 
理事長    ○ ○ ○ ○ 
副理事長   ○ ○ ○ ○ 
理事     ○ ○ ○ ○ 
理事     ○ ○ ○ ○ 

貸借対照表の公告方法を別に設定したい場合は、「ただ

し～行う。」を追加する定款変更を行ってください。 
「この法人の解散事由に係る公告」と条文に書かれてい

る場合は、「この法人の公告」に修正してください。 
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監事     ○ ○ ○ ○ 
３ この法人の設立当初の役員の任期は、第 16 条第１項の規定にかかわらず、成立の日から○年○
月○日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第45 条の規定にかかわらず、設立総会の定め
るところによるものとする。 

５ この法人の設立当初の事業年度は、第48 条の規定にかかわらず、成立の日から○年○月○日ま
でとする。 

６ この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。 
(1)入会金 
正 会 員  個人 ○○○円   団体 〇〇〇〇円 
賛助会員  個人 ○○○円   団体 〇〇〇〇円 

(2)年会費 
正 会 員  個人 ○○○円   団体 〇〇〇〇円 
賛助会員  個人 １口 ○○○円（１口以上） 

団体 １口 〇〇〇〇円（１口以上） 
 
附 則 
この定款は、平成○年○月○日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総会の開催日（議決日）と一致します。 
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第１０号様式(第１０条第１項関係) 

 

 

定款変更届出書 

 

 

年   月   日  

 

相模原市長 あて 

 

 

主たる事務所の所在地 相模原市○区○○○ 

法人の名称 特定非営利活動法人 ○○○○ 

代表者の氏名 ○○○○  ㊞ 

電 話 番 号 ○○○○ 

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号 ○○○○ 
 

次のとおり定款を変更しましたので、特定非営利活動促進法(平成１０年法律第７号)第２５
条第６項の規定により、届け出ます。 

変 更 の 内 容 

新 旧 

特定非営利活動法人 ○○○○  

 

略 

 

（公告の方法） 

第○条 

この法人の公告は、この法人の掲示場

に掲示するとともに、官報に掲載して

行う。ただし、貸借対照表の公告につ

いては、内閣府ＮＰＯ法人ポータルサ

イト（法人入力情報欄）に掲載して行

う。 
 
以下略 
 
附則 
この定款は、平成○年○月○日から施

行する。 

特定非営利活動法人 ○○○○ 

 

略 

 

（公告の方法） 

第○条 

この法人の解散事由に係る公告は、

この法人の掲示場に掲示するととも

に、官報に掲載して行う。 

 

以下略 

変 更 の 理 由 貸借対照表の公告の方法を定款で定める必要があるため 

 

備考  

１ 変更の内容の欄には、変更した定款の条文等について、変更後と変更前の記載の違い

を明らかにした新旧条文等の対照表を記載し、併せて、変更した時期を記載してくださ

い。 

２ この届出書には、社員総会の議事録の謄本（１部）及び変更後の定款（２部）を添付し

てください。 

附則の日付は定款変更

を議決した総会開催日

と同日です。 

【定款変更届出書記載例】 

法
人
印 
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【議事録記載例】 

特定非営利活動法人○○○○ 臨時（通常）総会議事録 

 

    

１ 日時  平成○年○月○日  ＿＿時から ＿＿時まで 

 

２ 場所   

 

３ 社員総数   ＿＿名 

 

４ 出席者の数  ＿＿名（うち書面表決者＿名、電磁的方法表決者 名、表決委任者＿名） 

 

５ 議事録署名人   ○○○○、○○○○ 

 

６ 議 題 

（１）第1号議案  定款の変更について 

 

７ 議事の経過の概要及び議決の結果 

（１）第1号議案  定款の変更について 

   定款第○条の変更を諮ったところ、満場異議なく承認された。 

 

 

 

 

なお、定款変更認証申請に必要な手続は、理事長     に一任することとした。 

 

 

   年   月   日 

 

 

議    長 

議事録署名人 

議事録署名人 

 

 

 

 

 

附則の施行日と一致します。 
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ＮＰＯ法人運営事務について

法人運営に必要な事務

毎事業年度終了後３か月以内に提出する書類

⇒事業報告書等

任期ごとに提出する書類

⇒役員の変更等届出書

変更等がある場合に提出する書類

⇒役員の変更等届出書

⇒定款変更認証申請書

⇒定款変更届出書
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①事業報告書等の提出

【必要書類】

 前事業年度の事業報告書

 前事業年度の活動計算書

 前事業年度の貸借対照表

 前事業年度の財産目録

 前事業年度の年間役員名簿

 前事業年度の社員のうち１０人以上の者の名簿

「計算書類の注記」も添付

さがみはら市民活動サポートセンター主催
平成２９年３月９日開催：事業報告書の書き方講座
平成２９年３月２３日開催：ＮＰＯ法人の会計講座

作成にお悩みの方は受講をお勧めします。

ＮＰＯ法人の活動の状況に
かかわらず、提出が必須

各
２
部
提
出

前事業年度の事業報告書

 前事業年度中に行った１年間の活動の成果や行っ
た事業の具体的な内容を記載

 市民に法人の活動を分かりやすく伝えることが重要

 記載項目は次のとおりです。

■タイトル（平成○年度事業報告書）

■法人名（定款で掲げている名称）

■事業の成果（１年間の結果）

■事業の内容（定款に掲げる個別の事業内容）

※前年度定款に記載した事業を行っていない場合は「実
施していない」ことを記載することが望ましい
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定款にその他の事業がある場合は
（１）の次に追加

活動計算書の事業費計と
支出額の合計と一致

題名と法人名は必須

事業名を入れる

※原則として定款に定め
られた事業に沿って記載

（２） その他の事業
① ○○に関する事業
・内容 ○○○○・・・・
・日時 ○月
・場所 ○○○○
・従事者人員 ○人
・対象者 ○○の者 ○人
・支出額 ○○○○円

前事業年度の活動計算書
 当該事業年度に発生した収益、費用および損失を計上
し、ＮＰＯ法人の正味財産の増減の状況を明瞭に表示
し、活動状況を表すもの

 記載事項は次のとおりです。

■タイトル（活動計算書）

■法人名（定款で掲げる名称）

■会計期間（法人の事業年度）

■単位※一般的には（単位：円）

■年間の収益、費用、損失

■正味財産の増減額など

科目 計算の流れ

経常収益
経常収益計 ①

経常費用
経常費用計 ②

当期経常増減額 ③＝①－②

経常外収益
経常外収益計 ④

経常外費用
経常外費用計 ⑤

当期正味財産増減額 ⑥＝③＋④－⑤

前期繰越正味財産額 ⑦

次期繰越正味財産額 ⑧＝⑥+⑦

 表示例
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法人の事業年度を記載
※設立年度は登記をした日から

当期の貸借対照表の「正味財産合計」と一致

前期末の貸借対照表の「正味財産合計」と一致

事業報告書の支出額計の合計と一致

【管理費】

法人を維持管理
していくための
管理運営費用

【事業費】

法人の目的を
達成するために
行う事業に必要
不可欠な費用

その他の事業を振り返る際に
使う

その他の事業の枠を別で作成

その他の事業がある場合
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前事業年度の貸借対照表
 事業年度末の「資産」や「負債」「正味財産」の状況を
科目ごとに集計して表示したもの

 その他の事業を活動計算書のように区分する必要なし

 記載事項は次のとおりです。

■タイトル（貸借対照表）

■事業年度末日

（法人事業年度末日）

■法人名（定款に掲げる名称）

■単位※一般的には（単位：円）

■決算日時点の資産、負債、

正味財産など

 表示例
科目 計算の流れ

資産の部
流動資産
固定資産

①
②

資産の部 合計 ③＝①＋②

負債の部
流動負債
固定負債

④
⑤

負債の部 合計 ⑥＝④＋⑤

正味財産の部
前期繰越正味財産
当期正味財産増減額

⑦（活動計算書の⑦）
⑧（活動計算書の⑥）

正味財産の部 合計 ⑨＝⑦＋⑧ ＝ ③－⑥

負債及び正味財産合計 ⑩＝⑥＋⑨ ＝③

前事業年度の貸借対照表

活
動
計
算
書
の
次
期
繰
越
正
味
財
産
増
減
額
と
一
致

資産の合計と一致

負債及び正味財産合計と一致

前期末の貸借対照表の「正味財産合計」と一致
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計算書類の注記
 「活動計算書」と「貸借対照表」は「計算書類」と呼ばれ、
会計上数字で表せないものなどを補足する「計算書類と
一体のもの」という位置づけです。

 記載事項は次のとおりです。

■タイトル（計算書類の注記）

■ 【必須】重要な会計方針

・ 計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準によっています。

・ 消費税の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

どの会計基準に基づいて作成したか記載

【税込方法】
消費税を購入価格や販売価格に含めて記帳する方法
【税抜き方法】
消費税を支払ったり受け取ったりする都度区分して経理する方法

別紙で作成する場合

貸借対照表の余白に作成する場合
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 その他該当がある場合に記載する項目は次のとおりです。

■会計方針の変更

■事業別損益の状況

■施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

■活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の

提供の内訳

■使途等が制約された寄附金等の内訳

■固定資産の増減内訳

■借入金の増減内訳

■役員及びその近親者との取引の内容

■その他ＮＰＯ法人の資産、負債及び正味財産の状況並びに
正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

前事業年度の財産目録
 事業年度末現在におけるすべての資産と負債につきそ
の名称、数量、価値等を詳細に表示したもの

 金銭評価できないが非常に重要な財産がある場合、金
額欄に「評価せず」と記載して財産を表現することが可能

 その他の事業を活動計算書のように区分する必要なし

 表示例

科目 計算の流れ

資産の部
流動資産 （詳細）
固定資産 （詳細）

①
②

資産の部 合計 ③＝①＋②

負債の部
流動負債（詳細）
固定負債（詳細）

④
⑤

負債の部 合計 ⑥＝④＋⑤

正味財産 ⑦＝③－⑥

 記載事項は次のとおりです。

■タイトル（財産目録）

■事業年度末日

（法人事業年度末日）

■法人名（定款に掲げる名称）

■単位※一般的には（単位：円）

■決算日時点の資産、負債、

正味財産など
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前事業年度の財産目録

・貸借対照表の
正味財産合計と一致
・活動計算書の
次期繰越正味財産額
と一致

基本的に貸借対照表上の
金額と同じ金額を記載

当該事業年度の末日を記載

年間役員名簿
 前事業年度中役員であったもの（年度途中で就任・
退任した役員含む）を全員記載した名簿

 記載項目は次のとおりです。

■タイトル（年間役員名簿）

■法人名（定款に掲げる名称）

■役名（理事、もしくは、監事）

■氏名及び住所又は居所

■就任期間（前事業年度の就任期間）

■報酬を受けた期間（ある場合は期間、ない場合は「なし」）

■備考（理事に役職がある場合に記載）
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年間役員名簿

役員の任期ではなく、事業年度の始期から終
期までの役員就任期間を記載。
就退任がない場合は事業年度の期間と同一。

役名には「理事」か「監事」のみ書き役職
がある場合は備考に記載する。

報酬を受けた役員は報酬を受け
た期間を記載し、活動計算書で
金額を明らかにする。

前事業年度の末日における社員のうち
１０人以上の者の名簿

 前事業年度の末日の社員のうち１０名以上の者を記
載した名簿

 社員には個人以外に法人や任意団体を記載すること
も可能

 記載項目は次のとおりです。

■タイトル（前事業年度の末日における社員のうち１０人以

上の名簿）

■法人名（定款に掲げる名称）

■事業年度末日時点（法人事業年度末日）

■氏名及び住所又は居所
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社員名簿

社員が法人や任意団体の場合は、団体名
と代表者氏名を併せて記載

②役員の変更等届出書の提出

 役員に身上異動があった場合

◆住所又は居所の異動

◆改姓又は改名

 役員が交代または再任した場合

◆辞任、解任、死亡、任期満了

等により交代

◆任期満了により再任

 役員の増員・減員があった場合

◆新たな役員が就任

◆役員が退任

 役員の変更等届出書

 最新の役員名簿【２部】

（役員の新任がある時のみ追加で必要）

 新任役員の誓約及び就
任承諾書のコピー

※役名の変更も新任扱い

例：理事から監事へ

監事から理事へ

 住所又は居所を証する書
面（住民票の写し等）

【変更事由】 【必要書類】
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提出書類と手続きの流れ

総会（又は理事会）での選任
（新任・再任）

辞任・身上異動など

①法務局への登記手続き（理事長のみ）
②所轄庁（市民協働推進課）への役員の変更等届出書・

最新の役員名簿（２部）を提出
※現役員の中で理事長を交代しただけの場合は①のみの手続き。
ただし、変更を所轄庁（市民協働推進課）へご連絡ください。

新任がいる場合の添付書類
１、誓約及び就任承諾書の謄本（コピー）

２、住所又は居所を証する書面（住民票の写し等）

役員の選任
方法は各法
人の定款を
ご確認くださ
い。

役員任期における注意事項

（任期等）

第１６条 役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。

２ 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それ
ぞれ前任者又は現任者の任期の残存期間とする。

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任す
るまでは、その職務を行わなければならない。

⇒この表現によって役員の任期が伸長されることにはならず、
任期満了時点で役員としての権限は終了している。
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役員の変更等届出書

相模原市○○区△△

特定非営利活動法人 ○○○○

理事長 ○○ 〇〇

０４２－○○○○－××××

△△△－○○○○－××××

捨
印

法
人
印

平成２８ ７ １

宛名に注意

様式に注意

代表者が変わる
場合は新代表
者名

登記上若しくは定款
に記載された所在地
の記載通りに

平成２８年３月２１日

平成２８年５月１日
平成２８年６月３０日
平成２８年７月１日

・・・
・・・
・・・
・・・

平成２８年７月１日

辞任

住所異動
任期満了
再任
・・・
・・・
・・・
・・・
新任

相模原市〇区△△２丁目１１番１５
号

横浜市○区△△１丁目１番２１号
東京都町田市○○４丁目１番５号
藤沢市○○１０００番地の４

・・・

・・・

・・・

・・・

川崎市○○区１丁目２３３号

理事

理事
監事
理事
理事
理事
理事
理事
監事

○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○

理事又は監事を記載

※理事長・副理事長
の記載はしない平成２８年６月３０日に

任期満了を迎える例

○○ ○○

注意
再任者は全員の記載が必要

住民票の記載通り
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特定非営利活動法人 ○○○○

＊氏名・住所等は住民票記載通りに
＊事業報告書と一緒に提出する年間役員名簿と違い

「就任期間」の記載はなく、「報酬を受けた期間」が「報
酬の有無」に変わっている。

理事

理事

理事

監事

あり

なし

理事長

なし

○○ ○○ 相模原市○区△△２丁目１１番１５号

理事長などの役職
名は備考欄に記載

住所又は居所を証する書面（住民票等）

 住民基本台帳ネットワークシステムに参加していない市
町村に居住の方

 海外に住む日本人や外国人は、住所又は居所を証す
る権限のある官公署が発給する書面

※日本語以外の書面の場合訳者を明らかにした翻訳

文が必要

≪添付不要のケース≫

住民基本台帳ネットワークに参加している市町村に居住
の方
※ただし法人で住民票上の記載がわからない場合は取得の上、 確認が必要
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特定非営利活動法人 ○○○○

理事長 ○○ ○○

相模原市○区△△２丁目１１番１５号

相模 太郎

さがみ たろう

昭和〇 〇 〇

通常は、総会で選任された
日付が入ります

記名の場合は住民票通りに

平成２８ ５ ３０

理事

直
筆
の
場
合
印
鑑
不
要

原本：法人保管
コピー：市民協働推進課

③定款の変更
【定款変更認証申請】 【定款変更届出】

 目的

 名称

 特定非営利活動の種類及び当該特
定非営利活動に係る事業の種類

 所轄庁の変更を伴う主たる事務所
及びその他の事務所の所在地変更

 社員の資格の得喪に関する事項

 定数に係るものを除く役員に関する
事項

 会議に関する事項

 その他の事業の種類その他当該そ
の他の事業に関する事項

 残余財産の帰属すべき者に係る解
散に関する事項

 定款の変更に関する事項

 所轄庁の変更を伴わない所在地変
更

 役員の定数に関する事項

 資産に関する事項

 会計に関する事項

 事業年度

 残余財産の帰属すべき者に係るも
の以外の解散に関する事項

 公告の方法

 法で定款に記載すべきものとしてか
かげられていない事項
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定款変更認証申請
（手続きの流れと提出書類）

総会での議決
※定款変更は総会のみ

申請の公告・縦覧期間２か月

所轄庁（市民協働推進課）への申請
・定款変更認証申請書（第７号様式）
・定款変更を議決した社員総会の議事録のコピー
・変更後の定款【２部】
（活動の種類や事業の変更がある時のみ）
・２事業年度分の事業計画書【２部】
・２事業年度分の活動予算書【２部】

縦覧期間終了後、２か月以内で
認証・不認証の決定
（申請から最大４か月間）

市民協働推進課
へ事前相談

改正法施行後
は１か月になり
ます。

改正法施行後
は３か月になり
ます。

相模原市○○区△△

特定非営利活動法人 ○○○○

理事長 ○○ 〇〇

０４２－○○○○－××××

△△△－○○○○－××××

捨
印

法
人
印

宛名に注意

日付は空欄で

様式に注意
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特定非営利活動法人 ○○○○ 定款

略

（事業）
第５条

この法人は、第３条の目的を達成するため、
次の特定非営利活動に係る事業を行う。
①○○に関する事業
②△△△の相談事業

③その他、この法人の目的を達成するために
必要な事項

以下略

附則

この定款は、平成 年 月 日から施行す
る。

日付は空欄で

特定非営利活動法人 ○○○○ 定款

略

（事業）
第５条

この法人は、第３条の目的を達成するため、
次の特定非営利活動に係る事業を行う。
①○○に関する事業

②その他、この法人の目的を達成するために
必要な事項

以下略 変更部分には下線を引く

利用者の要望に応え、新たに相談事業を実施するため

・章、条文を省略する場合は
「略」を入れる。

・設立当初の附則を省略す
る場合は「以下略」と入れる。

・議事録は法人ごとに定款で定め
た内容を記載

・総会の開催は社員総数の２分の１

定款変更の議決数は出席した社員
の４分の３【原則】

議題に
「定款の変更」がある
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定款変更に伴う附則の記載例
附則

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。

（２～５省略）

６ この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定にかかわ
らず、次に掲げる額とする。

（１）入会金・・・

（２）年会費・・・

附則

この定款は、平成 年 月 日から施行する。

設立当初の附則は変更しない

追
加
部
分

日付は空欄で申請。
認証日を後日記入。

定款変更届出書
（手続きの流れと提出書類）

総会での議決
※定款変更は総会のみ

所轄庁（相模原市）への届出
・定款変更届出書（第１０号様式）

・定款変更を議決した社員総会の議事録のコピー
・変更後の定款【２部】

※事務所の所在地の変更は定款で「主たる事務所を神奈川県相模原市に置く」
としている場合は定款変更届出書の提出は必要ありませんが、

変更した場合は市民協働推進課へご連絡ください

事務所の移転
の場合は事前
に法務局へ登
記が必要
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相模原市○○区△△

特定非営利活動法人 ○○○○

理事長 ○○ 〇〇

０４２－○○○○－××××

△△△－○○○○－××××

捨
印

法
人
印

宛名に注意

様式に注意

平成２６ ７ １

所在地が変わった場合
は新しい所在地を記載し
てください

特定非営利活動法人 ○○○○ 定款

略

（事務所）

第２条 この法人は、主たる事務所を相模原
市○区△△２丁目１１番５号に置く。

以下略

附則
この定款は、平成２６年６月１日から施行する。

・附則の施行日は総会で議
決された日とするのが一般的

・総会で事務所を移す日を議
決した場合はその移す日

特定非営利活動法人 ○○○○ 定款

略

（事業）

第２条 この法人は、主たる事務所を相模原
市○区△△２丁目１１番１５号に置く。

以下略

変更部分には下線を引く

事務所の移転に伴う主たる事務所の所在地の変更

・章、条文を省略する場合は
「略」を入れる。

・設立当初の附則を省略す
る場合は「以下略」と入れる。
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定款変更に伴う附則の記載例
附則

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。

（２～５省略）

６ この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定にかかわ
らず、次に掲げる額とする。

（１）入会金・・・

（２）年会費・・・

附則

この定款は、平成２６年６月１日から施行する。

設立当初の附則は変更しない

追
加
部
分

日付は総会で議決された日が一般的

登記を伴う定款の変更

認証申請の場合

⇒認証された後に登記を行い登記事項証明書の原
本と写しを各１部ずつ提出

届出の場合

⇒届出書提出前に登記を行い、届出書類と一緒に登
記事項証明書の原本と写しを各１部ずつ提出
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④書式のダウンロード【相模原市ＨＰ】

 相模原市トップページ⇒申請書ダウンロード⇒特定
非営利活動法人（ＮＰＯ法人） ⇒特定非営利活動法
人（NPO法人）の設立等認証申請・届出等様式

⑤申請・届出方法
 持参 相模原市役所 市民協働推進課窓口

相模原市中央区中央２－１１－１５ 第２別館４階

 郵送 相模原市役所 市民協働推進課宛て

 電子申請（利用者登録が必要）

※ 事業報告書等、役員の変更等、定款変更（所轄庁
変更を伴わないものに限る）の提出が電子申請を利
用できます

http://shinsei.e-
kanagawa.lg.jp/kanagawa/navi/govTop.do?govCode=
14150

http://shinsei.e-
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⑥書類の閲覧場所
（紙媒体）

 相模原市役所 市民協働推進課窓口

相模原市中央区中央２－１１－１５ 第２別館４階

（電子媒体）

 内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイト

※ 年間役員名簿・前事業年度の社員のうち１０人以

上の者の名簿・役員名簿除く

認定（仮認定）・指定ＮＰＯ法人制度
について
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認定（仮認定）・指定制度とは
 ＮＰＯ法人への寄附を促すことにより、ＮＰＯ法人の活動を支援するために税
制上設けられた措置です。

認定ＮＰＯ法人 仮認定ＮＰＯ法人 指定ＮＰＯ法人

申請先
申出先

所轄庁 所轄庁 個別条例指定制度を持つ都道府
県・市町村

有効期間 認定日から５年間（更新可） 認定日から３年間（更新不可） 指定日から５年目の月末（更新可）

対象法人 法人成立後１年を超過したすべ
てのＮＰＯ法人

法人成立後１年を超過した設
立から５年以内のＮＰＯ法人

法人成立後１年を超過したすべ
てのＮＰＯ法人

税制優遇 ①寄附をした個人が所得税・個
人住民税（※）の寄附金控除を
受けられる

②寄附をした法人が特別損金
算入額の範囲内で損金算入が
できる

③相続人が相続財産を寄附し
た場合、その価額を相続税の
課税対象から除外できる

④認定ＮＰＯ法人が行う収益事
業のうち、収益事業以外の特定
非営利活動事業に支出した金
額を寄附とみなし、損金算入で
きる

①寄附をした個人が所得税・個
人住民税（※）の寄附金控除を
受けられる

②寄附をした法人が特別損金
算入額の範囲内で損金算入が
できる

※③④は対象外

①寄附をした個人が個人住民税
の寄附金控除を受けられる

※①の所得税、②③④は対象外

※個人住民税の寄附金控除は、認定・仮認定を受けても自動的に控除対象にはならない。個人住民税（都道府県民税+市区町村民
税）は該当の都道府県及び市区町村からＮＰＯ法人が個人住民税の寄附金控除の対象として指定される必要がある。

認定（仮認定）NPO法人とは
【認定ＮＰＯ法人】

 ＮＰＯ法人のうちその運営組織
及び事業活動が適正であって公
益の増進に資するものにつき一
定の基準に適合したものとして、
所轄庁の認定を受けたＮＰＯ法
人

【仮認定ＮＰＯ法人】

 設立後５年以内のＮＰＯ法人のう
ち、その運営組織及び事業活動
が適正であって特定非営利活動
の健全な発展の基盤を有し公益
の増進に資すると見込まれるもの
につきパブリックサポートテストを
除く一定の基準に適合したものと
して、所轄庁の仮認定を受けた
ＮＰＯ法人

認定基準

① パブリック・サポート・テスト（ＰＳＴ）にいずれかに適合する
こと
・相対値基準・・・収入金額に占める寄附金等の割合が５分

の１以上である
・絶対値基準・・・年３，０００円以上の寄附者の数が年平均

１００人以上である
・条例指定 ・・・事務所のある自治体で条例により個別指

定を受けている

② 事業活動において、共益的な活動の占める割合が、
50％未満であること

③ 運営組織及び経理が適切であること

④ 事業活動の内容が適正であること

⑤ 情報公開を適切に行っていること

⑥ 事業報告書等を所轄庁に提出していること

⑦ 法令違反、不正の行為、公益に反する事実等がないこと

⑧ 設立の日から１年を超える期間が経過していること

⑨ 欠格事由に該当しないこと
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認定（仮認定）申請
（手続きの流れと提出書類）

 特定非営利活動法人認定申請書
（第２１号様式）／特定非営利活動
法人仮認定申請書（第３１号様式）

 寄附者名簿（認定のみ）

 認定基準等チェック表（第１表～
第８表）（（第１表）は認定のみ）

 欠格事由チェック表

 寄附金充当予定事業一覧

 納税証明書（国税、県民税、市税）

 欠格事由に該当しない旨を説明
する書類

申請書提出

認定（仮認定）の通知

認定審査
・申請書を基に認定基準の確認

・所轄庁の担当者が法人の事務所に
て実態確認等を行う場合がある

・申請から認定までの標準処理期間は
１８０日以内

認定ＮＰＯ法人

市民協働推進課へ事前相談

仮認定ＮＰＯ法人

指定NPO法人とは

【指定ＮＰＯ法人】

 指定ＮＰＯ法人とは、
ＮＰＯ法人のうち、一
定の要件を満たすもの
として、条例で個別に
「指定」されているもの
をいいます。

指定要件

① 市内で活動する特定非営利活動法人であること。

② 地域の課題の解決又は地域の活性化に資する特定非営
利活動に係る事業を行っている特定非営利活動法人であっ
て、次に掲げる基準に適合すること
・ 事業の内容
ア 不特定かつ多数の市民の利益に資すること
イ 市の計画又は施策の方向性に沿うこと
・ 支援又は支持の実績（次のいずれかに該当すること）
ア 寄附の実績
イ 国等からの支援又は支持を受けている実績
ウ 地域団体等からの支援又は支持を受けている実績
エ 中間支援組織（当該申出のあった法人）から支援を受
けている団体から支持を受けている実績
オ ア～エに準ずるものとして市長が適当と認める実績

③ 運営組織及び経理が適切であること

④ 事業活動の内容が適正であること

⑤ 情報公開を適切に行っていること

⑥ 事業報告書等を所轄庁に提出していること

⑦ 法令違反、不正の行為、公益に反する事実等がないこと

⑧ 設立の日から１年を超える期間が経過していること

⑨ 欠格事由に該当しないこと
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指定の申出
（手続きの流れと提出書類）

 指定特定非営利活動法人指定申出書（第１
号様式）

 指定要件チェック表（第１表～第８表）

 欠格事由チェック表

 寄附金充当予定事業一覧

 納税証明書（国税、県民税、市民税）

 直近の事業報告書等、役員名簿、定款

 認証・登記に関する書類の写し

 申出のあった日の属する事業計画書

 地域の課題の解決又は地域の活性化に資
することを説明する書類

 申出のあった日の属する年を含めた５年間の
事業計画等

 支援又は支持を受けている実績を説明する
書類

 欠格事由に該当しない旨を説明する書類

申出書提出

条例手続

指定審査
・申出書を基に指定基準の確認

・所轄庁の担当者が法人の事務所にて
実態確認等を行う場合がある
・外部機関による審査会の開催

市民協働推進課へ事前相談

指定ＮＰＯ法人

条例公布・指定通知

認定書式のダウンロード【相模原市ＨＰ】
 相模原市トップページ⇒市政情報⇒市政への参加・連携
⇒特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）⇒認定（仮認定）
特定非営利活動法人（認定（仮認定）NPO法人）の申請・
届出等様式
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指定書式のダウンロード【相模原市ＨＰ】
 相模原市トップページ⇒市政情報⇒市政への参加・連携
⇒特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）⇒指定特定非営
利活動法人（指定NPO法人）の申出・届出等様式

おわり


